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ごあいさつ

　県内の海岸では、美しい海岸の景観や自然環境を保全するため、地域のみなさ

んやNPO、漁業協同組合などの民間企業等による自主的な清掃活動のほか、各市

町や海岸管理者による清掃が実施されています。

　しかし、大量のごみが漂着する海岸では、それ以上のごみが日常的に漂着し、

海岸の利活用や漁業への影響だけでなく生態系への影響も懸念されている状況に

あります。

　海岸が本来持つ美しい景観や自然環境を保全していくにはこれらの海岸漂着物

を回収・処理していく必要がありますが、併せて海岸漂着物となるごみの発生を

抑制することが重要です。海岸漂着物は、流木などの自然物を除くと、私たちの

日常生活から生じるペットボトルや容器包装プラスチックなどの生活系のごみが

多く見られます。こうした生活系のごみについては、私たち一人ひとりが当事者

としての意識を持ち、自ら行動することにより削減できるものと考えています。

　このたび策定しました「三重県海岸漂着物対策推進計画」では、海岸漂着物の

回収・処理に係る役割分担を明確にするとともに、発生抑制について県内はもと

より伊勢湾流域圏で取り組むこととしており、海岸漂着物対策には今後も県民の

みなさん、NPOや民間企業、市町等の連携、ご協力が不可欠と考えています。み

んなで力を合わせて美しい海岸を守り、豊かさを実感できる三重を創りあげてい

きましょう。

　最後に、本計画の策定にあたり、大変熱心に討議していただきました三重県海

岸漂着物対策推進協議会委員及び貴重なご意見をいただきました関係各位に心か

ら感謝を申し上げます。

                                                    平成24年3月
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法的枠組と海岸の特徴・清掃等の状況

  海岸の環境保全に関する法的枠組
　本計画は、海岸の環境保全に関する法律や県条例などの枠組のなかで、海岸漂着物処理推進法
（9、10頁参照）の規定により、とりまとめたものです。

  三重県の海岸の特徴
　本県の海岸は、自然海岸が半分以上を占めています。自然海岸及び半自然海岸の延長は、木曽岬
町から伊勢市にかけては各市町とも10km以下ですが、鳥羽市から熊野市にかけては一部の市町
を除いて50km以上と長くなっています。また、自然海岸と半自然海岸の割合は、鳥羽市から熊
野灘にかけて60～ 90％以上と高くなっています。

  海岸清掃の現況
　海岸の清掃は、現在、海岸管理者と民間団体等とで実施されています。海岸管理者による海岸清
掃は、海水浴場や観光などの利用、海岸漂着物の状況を考慮して行われています。
　また、県が実施している「伊勢湾　森・川・海のクリーンアップ大作戦」や、国土交通省中部地
方整備局主催の「川と海のクリーン大作戦」などに多くの民間団体等が参画しているほか、民間団
体、企業、自治会等がさまざまな目的で海岸清掃、河川清掃等に取り組んでいます。

海岸漂着物
処理推進法

基本方針

県
の
計
画

法
律

条
例

環境基本法

三重県環境基本条例

環境基本計画

海岸法

海岸保全基本方針

海岸保全基本計画

伊勢湾再生行動計画＊

海岸漂着物対策推進計画

＊伊勢湾再生推進会議（2007年3月策定）

（海岸漂着物等に関する総合的な取組）
・海岸管理の主体と海岸清掃活動の状況
・海岸漂着物等の実態調査結果
・海岸漂着物対策を重点的に推進する区域と対策の内容
・関係者の役割分担及び相互協力に関する事項
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海岸漂着物等の実態
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  海岸漂着物調査の概要
　環境省では、2007年度から2010年度にかけて、「漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル
調査」を鳥羽市の答志島において実施し、漂着物の量と質、効率的な回収・処理方法、発生源や漂流・
漂着メカニズムの推定、対策のあり方等が検討されました。
　県では、この調査結果を踏まえ、2009年度から2010年度にかけて県内の海岸漂着物概況調
査、伊勢湾内の海岸漂着物詳細調査及び伊勢湾流域での河川ごみ実態調査等を実施しました。

  海岸漂着物等の実態把握
　伊勢湾内の主要な海水浴場等の14海岸において、海岸漂着物の実態を把握するため、詳細な調査
を実施しました。
　回収された海岸漂着物の量は、鳥羽市の答志島・奈佐の浜が圧倒的に多く、鳥羽市・志摩市に集積
する傾向が認められました。これは、この地域が湾口に位置し、潮流や風などの影響により、特定の
地域に集中するためと考えられます。また、海岸漂着物は、その他（自然）が82％と最も多く、漁業系、
生活系、事業系はほぼ同じ割合でした。

高松干潟

5㎏/100㎡

千代崎 4㎏/100㎡

鼓ヶ浦
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松名瀬 13㎏/100㎡
大淀 6㎏/100㎡

二見浦
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神前
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奈佐の浜 196㎏/100㎡

市営安楽島 2㎏/100㎡

鳥羽白浜
19㎏/100㎡

千鳥ヶ浜 4㎏/100㎡

阿児の松原 7㎏/100㎡

※2009年11月～2010年10月に８回調査。
　図は計８回調査の平均値。

高松干潟（川越町）
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重量
（㎏/100㎡）調査場所

：100㎏/100㎡

：110㎏/100㎡

：111㎏/100㎡

NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393

回収金等収入 745 702 977 1014 2287 2473 575 419

支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 

2009 

382

205

104 

0 0

2010

344

156

86

0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）
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注）その他：生活系、漁業系、事業系に分類できな
い、自然ごみ、プラスチックやガラス、金属等の破片
を示す。

NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393
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支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 
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0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）
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ふた・キャップ
袋類(農業用以外)
飲料缶
くつ・サンダル
苗木ポット
飲料ガラス瓶
おもちゃ類
ライター
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発泡スチロールフロート
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カキ養殖用パイプ
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注）その他：生活系、漁業系、事業系に
分類できない、自然ごみ、プラスチック
やガラス、金属等の破片を示す。

海岸漂着物の種類
（重量割合、上図は全体、下図は人工物のみを対象）
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  河川ごみの実態調査
　伊勢湾内の海岸漂着物の多くが、陸域を発生源とし、河川を経由して海へ流れ込んでいる
と推定されることから、伊勢湾に流入する21河川におけるごみの堆積状況について、実態調
査を実施しました。
　その結果、ほとんどの河川でごみの多い地点が確認され、その分布は上流から河口部まで
認められましたが、分布に一定の傾向は認められませんでした。また、ごみの種類は、自然ご
み（流木、潅木類）が89％を占めており、上流域に森林や河川敷が広がっていることが要因
と考えられ、本県の特徴のひとつであると考えられます。これら自然ごみを除く人工物の割
合は、生活系が約46％とほぼ半数を占めており、河川ごみに生活系のごみが多く含まれてい
ることは、これらが陸域を起源とし、河川を経由して海へ流れこみ、海岸に漂着している状況
を示しています。

多度川

肱江川

員弁川

朝明川

三滝川

海蔵川

天白川

鈴鹿川

内部川

安楽川

中の川

志登茂川

岩田川

安濃川

長野川

笹笛川

阪内川
金剛川

雲出川

中村川

外城田川

勢田川

五十鈴川 加茂川横輪川

一之瀬川

濁川

藤川

櫛田川

宮川
大内山川

桑名市

三重県

鈴鹿市

四日市市

亀山市

津市

松阪市

伊勢市 鳥羽市

名古屋市

東近江市

伊勢湾

：８回調査中、５回以上ごみが多いとされた地点。
：８回調査中、８回ごみが多いとされた地点。

NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393

回収金等収入 745 702 977 1014 2287 2473 575 419

支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 

2009 

382

205

104 

0 0

2010

344

156

86

0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）

飲料用プラボトル
食品の包装・容器
生活雑貨
ふた・キャップ
袋類(農業用以外)
飲料缶
くつ・サンダル
苗木ポット
飲料ガラス瓶
おもちゃ類
ライター
その他生活系
発泡スチロールフロート
ロープ・ひも
うき・フロート・ブイ
カキ養殖用パイプ
その他漁業系
木材等
農薬・肥料袋
その他事業系
潅木
流木
硬質プラスチック破片
発泡スチロール破片
プラスチックシートや袋の破片
ガラスや陶器の破片
金属破片

自 

然

人 

工

その他

漂着物の分類

生
活
系

漁
業
系

事
業
系

そ
の
他

注）その他：生活系、漁業系、事業系に
分類できない、自然ごみ、プラスチック
やガラス、金属等の破片を示す。

NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393

回収金等収入 745 702 977 1014 2287 2473 575 419

支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 

2009 

382

205

104 

0 0

2010

344

156

86

0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）

その他
（自然）
89.1%

その他
（その他）
2.9%

生活系
5.0%

漁業系
0.6%

その他
（人工）
1.4%

事業系
1.0%

その他
（人工）
12.8%

生活系
45.9%

その他
（その他）
26.6%

事業系
9.2%

漁業系
5.5%

河川ごみの種類
（容量割合、上図は全体、下図は人工物のみを対象）

注）調査区間100m内にごみが60L以上確認された地点をごみが多かった地点とした。
　  8回の調査中5回、ごみが多かった地点と、8回の調査中8回、ごみが多かった地点に分けて示した。
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  発生源の推定
　海岸漂着物の詳細調査で回収さ
れたライターに記載された住所地
等の情報を確認すると、三重県だ
けでなく、岐阜県や愛知県なども
認められました。このため、海岸漂
着物の発生抑制には、三重県だけ
ではなく、他県も含む広域的な取
組が重要であると考えられます。
　また、環境省では答志島への漂
着状況を調査するために、県内の
６河川の河口部からGPS機能つ
き漂流ボトルを放流し追跡しま
した。その結果、18本のうち６
本（33％）が答志島に漂着しまし
た。県内の河川から流出したごみ
は、伊勢湾の風向及び海流によ
り、多くが答志島に漂着する状況
が確認されました。

注1）左図は、フリーソフトのカ
シミール３Ｄで作成。

　　（http://www.kashmir3d.
com/）

　2）この地図は、国土地理院発
行の20万分の1地形図（名
古屋、豊橋、伊勢、伊良湖岬）
を使用したものである。

　3）放流直後（2008年1月7
日7：00 ～ 10:15）～同
月12日12:00までの経路
を示す。

　　赤線は答志島に漂着した
ボトルの経路、青線は漂
着しなかったボトルの経
路を示す。

　　鈴鹿川から放流したボトル
は、放流地点から約500m 
南側に漂着したため、図上
では見えない。

出典：平成19･20年度漂流・漂着
ゴミに係る国内削減方策モ
デル調査

　　 地域検討会（三重県）報告
書（環境省）

NEXI発足後の実績

和歌山県

和歌山市

東大阪市

和泉市

津市

明和町

志摩市

松阪市

三重県

市町村特定

県特定

鳥羽市

伊勢市

豊橋市
蒲郡市

愛知県

岐阜県

弥富市

揖斐川町

大垣市東京都狛江市 1
千葉県四街道市 1
群馬県渋川市 1
静岡県伊豆の国市 1

榛原郡吉田町 1
湖西市 1

石川県小松市 1
七尾市 1

福井県大野市 1

兵庫県朝来市 1
広島県府中市 1

海外：中国 7

四日市市

鈴鹿市

名古屋市

多治見市

富加町

笠松町

池田町

土岐市
御嵩町

可児市神戸町

岐阜市

NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393

回収金等収入 745 702 977 1014 2287 2473 575 419

支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 

2009 

382

205

104 

0 0

2010

344

156

86

0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）

 
 木曽川 

鈴鹿川 

中の川 

安濃川 

櫛田川 

宮川 

ライターの内訳

漂流ボトル調査結果



NEXI発足後の実績

尾鷲市

熊野市

御浜町

紀宝町

津市

四日市市

伊勢市

南伊勢町

松阪市

桑名市
いなべ市

鈴鹿市

名張市

亀山市

鳥羽市

志摩市

木曽岬町東員町
菰野町 朝日町

川越町

明和町

度会町

多気町 玉城町

大紀町
大台町

紀北町

伊賀市

 

凡 例
重点区域
最重点区域
重点区域に準ずる区域

重
点
区
域

重点
区域
に準
ずる
区域

最
重
点
区
域

尾鷲市

熊野市

御浜町

紀宝町

津市

四日市市

伊勢市

南伊勢町

松阪市

桑名市
いなべ市

鈴鹿市

名張市

亀山市

鳥羽市

志摩市

木曽岬町東員町
菰野町 朝日町

川越町

明和町

度会町

大紀町

紀北町

伊賀市

多気町 玉城町

大台町

6

海岸漂着物対策を重点的に推進する区域

  回収・処理に係る重点区域の選定
　重点区域の選定にあたっては、海岸漂
着物等の量のほか、景観（観光）、動植物
等の自然環境や海岸利用への影響、清掃
活動の困難性等の社会環境に係る影響を
総合的に勘案しました。「重点区域」は、
海岸漂着物等の実態調査で明らかなよう
に、伊勢湾沿岸には多くのごみが漂着し
ていることから、伊勢湾内の区域及び志
摩市沿岸部（木曽岬町～志摩市）としま
した。さらに、このなかでも、海岸漂着物
の量が特に多く、回収・処理の拡充が最
も必要な区域として、鳥羽市～志摩市大
王崎及びその区域の離島を「最重点区域」
として区別しました。また、熊野灘沿岸
は、「重点区域に準ずる区域」としました。

  発生抑制に係る重点区域
　伊勢湾沿岸の海岸漂着物は、大部分
が河川を経由して内陸部から伊勢湾に
流入し、漂着していることが海岸漂着
物等の実態調査から明らとなっていま
す。海岸漂着物の発生抑制対策は、県内
の特定の地域で行えばよいというもの
ではなく、県内の流域全域で取り組む
ことが重要と考えられることから、発
生抑制に係る重点区域は、県内全域と
しました。

回収・処理に係る重点区域・最重点区域の範囲

発生抑制に係る重点区域の範囲（県内全域）



○海岸管理者の役割
・海岸漂着物等の状況把握、回収・処理の計画的な実施
・民間団体等が行う回収等への支援
○県の役割
・海岸管理者、民間団体等への情報提供、連絡調整
・伊勢湾流域圏の関係機関との連携・協議及び国への調整等の要請
・他県に対する処理、発生抑制等への協力要請
○市町の役割
・市町の処理施設における受入・処理に係る協力等
・回収、分別、運搬、処分等処理に係る支援、協力等
○県民、民間団体等の役割
・自主的な海岸清掃活動等の実施、活動への参加

7

海岸漂着物対策の内容
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  重点区域における回収・処理対策
　海岸漂着物の回収・処理は、海岸管理者、県、市町が民間団体等と
連携・協創により、その活動目的や自主性を尊重しながら、清掃活動
を拡大・活性化します。

  最重点区域における回収・処理対策
・国の財政措置に応じて、優先的に回収・処理を実施します。
・伊勢湾の海岸漂着物を象徴する場として、答志島を環境学習や清掃
活動の拠点と位置付け、ボランティア等による清掃活動の拡大・継
続に取り組みます。
・この区域の現状が認識され、多くの方々の発生抑制の行動につなが
るよう、ライブカメラ等インターネットを活用した情報提供を行い
ます。
・この区域での回収・処理の活動に伊勢湾流域圏から広く参加いただ
けるよう、海洋環境の体験学習などを組み合わせたエコツアーを地
元と協力して推進します。

  環境学習
　次世代を担う子どもたちや地域の
自治会等において海岸漂着物の現状
や発生抑制対策に係る体験型の環境
学習を推進します。

  発生抑制対策
　海岸漂着物の多くは、私たちの日常生活を起点として伊勢湾に流出したものが、風や潮の流れにより海岸に漂着したもの
です。海岸漂着物の発生抑制には、こうした現状を伊勢湾流域圏の県民・市民が正しく認識し、私たち一人ひとりが当事者で
あると問題意識を持ち行動することが重要です。
　そのためには、三重県のほか、愛知県、岐阜県、名古屋市とも連携して発生抑制に取り組む必要があります。
・三県一市で伊勢湾沿岸の漂着物による被害の現状の情報を共有し、連携のうえ伊勢湾流域圏のみなさんに正しく周知します。
・三県一市が連携し、海岸漂着物の回収だけでなく発生抑制にも貢献する「伊勢湾　森・川・海のクリーンアップ大作戦」の
拡大、活性化に取り組みます。
・これらとあわせて、さまざまな主体の協創による発生抑制対策に取り組みます。

津市河芸地区海岸　2011.12 撮影

鳥羽市答志島（奈佐の浜）　2009.2 撮影



NEXI発足後の実績

年　　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

保険料収入 373 313 432 380 438 349 368 393

回収金等収入 745 702 977 1014 2287 2473 575 419

支払保険金 499 651 230 129 37 24 38 172

期末借入残高 0 0 0 0 0 0 0 

2009 

382

205

104 

0 0

2010

344

156

86

0 

注：数字は現金ベース。保険料収入は返還保険料控除後の金額

（単位：億円）

 

国の機関
海岸管理者

県の廃棄物
担当部局

市町の
廃棄物担当

部局

県（環境部局）

清掃活動
への協力

海岸清掃活動の実施

適正処理
支援

総合的な
施策の策
定・実施

計画進行
管理

・処理困難
物の対応

・ボランティア支援

ごみの処
理支援

住民自治会

NPO

漁業協同組合

森林組合

農業協同組合

地域住民・民間団体等

・海岸情報
提供

海岸情報
提供

役割分担・相互協
力の調整と確認

国の機関
海岸管理者

県の廃棄物
担当部局

市町の
廃棄物担当

部局

県（環境部局）

清掃活動
への協力

海岸清掃活動の実施

適正処理
支援

総合的な
施策の策
定・実施

計画進行
管理

・処理困難
物の対応

・ボランティア支援

ごみの処
理支援

住民自治会

企業

NPO

漁業協同組合

森林組合

農業協同組合

地域住民・民間団体等

・海岸情報
提供

海岸情報
提供

役割分担・相互協
力の調整と確認

8

関係者の相互協力と配慮すべき事項

  相互協力の体制づくり
　海岸漂着物対策を着実に進めていくためには、関係者の適切な役割分担のもと、さまざまな主体
の理解と協力による協創の体制づくりが必要です。「伊勢湾 森･川･海のクリーンアップ大作戦」
は、県民、民間団体、企業、関係機関等が、海岸や河川で協力･連携して清掃活動に取り組むもので
す。この活動を伊勢湾流域全体で広域的に行うため、愛知県、岐阜県、名古屋市とも協力し、伊勢
湾流域での上下流の連携をテーマとして統一的に実施することとしています。

  連携の確保に向けた取組
　県及び市町では、地域住民、民間団体等の協力・連携及び積極的な参画が得られるよう、海岸漂
着物に関する周知・啓発を行うとともに、清掃活動の実施に関して、海岸漂着物に係る情報提供や
技術的助言を行います。
　なお、伊勢志摩地域では、海岸管理者、民間団体等、行政が連携して地域の美化に取り組む「き
れいな伊勢志摩づくり連絡会議」の活動が継続して行われており、このような事例を参考に、さま
ざまな主体の連携が県内各地で拡大するよう推進します。

1．海岸漂着物の
　 モニタリング等
・海岸漂着物の漂着状況のモニタ
リング等を行い現状や対策の効
果を確認する。

・その結果を今後の海岸漂着物対
策の目標設定や効果的な発生抑
制対策の実施に活用する。

2．計画の推進と見直し

・計画の着実な進捗を図るため実
施状況及びモニタリング結果等
を協議会に報告する。

・社会情勢や海岸漂着物の状況に
より必要に応じて計画内容の見
直しを行う。

3．流木の発生抑制

・河川への間伐材の流出状況等を
踏まえ、今後の間伐施業のあり方
について検討していく。

・渓流沿い等の場所に伐採木や枝な
どを放置しないことについても
注意喚起を行っていく。

  配慮すべき事項

相互協力のイメージ
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2 

　
都
道
府
県
知
事
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
を
図
る
た
め
の
活
動
を
行
う
民
間
の
団
体
を
、

海
岸
漂
着
物
対
策
活
動
推
進
団
体
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

3 
　
海
岸
漂
着
物
対
策
活
動
推
進
員
及
び
海
岸
漂
着
物
対
策
活
動
推
進
団
体
は
、
次
に
掲
げ
る
活
動

を
行
う
。 

一 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
重
要
性
に
つ
い
て
住
民
の
理
解
を
深
め
る
こ
と
。 

二 

　
住
民
又
は
民
間
の
団
体
に
対
し
、
そ
の
求
め
に
応
じ
て
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
の
た
め
必
要

な
助
言
を
す
る
こ
と
。 

三 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
を
図
る
た
め
の
活
動
を
行
う
住
民
又
は
民
間
の
団
体
に
対
し
、
当
該

活
動
に
関
す
る
情
報
の
提
供
そ
の
他
の
協
力
を
す
る
こ
と
。 

四 

　
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
行
う
海
岸
漂
着
物
対
策
に
必
要
な
協
力
を
す
る
こ
と
。 

　
　
　
第
四
章
　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進 

　
　
　
　
第
一
節
　
海
岸
漂
着
物
等
の
円
滑
な
処
理 

（
処
理
の
責
任
等
） 

第
十
七
条 

　
海
岸
管
理
者
等
は
、
そ
の
管
理
す
る
海
岸
の
土
地
に
お
い
て
、
そ
の
清
潔
が
保
た
れ
る

よ
う
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
の
た
め
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

2 

　
海
岸
管
理
者
等
で
な
い
海
岸
の
土
地
の
占
有
者
（
占
有
者
が
な
い
場
合
に
は
、
管
理
者
と
す
る
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）
は
、
そ
の
占
有
し
、
又
は
管
理
す
る
海
岸
の
土
地
の
清
潔
が
保
た
れ

る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

3 

　
市
町
村
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
に
関
し
、
必
要
に
応
じ
、
海
岸
管
理
者
等
又
は
前
項
の
海

岸
の
土
地
の
占
有
者
に
協
力
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

4 

　
都
道
府
県
は
、
海
岸
管
理
者
等
又
は
第
二
項
の
海
岸
の
土
地
の
占
有
者
に
よ
る
海
岸
漂
着
物
等

の
円
滑
な
処
理
が
推
進
さ
れ
る
よ
う
、
こ
れ
ら
の
者
に
対
し
、
必
要
な
技
術
的
な
助
言
そ
の
他
の
援
助

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
市
町
村
の
要
請
） 

第
十
八
条 

　
市
町
村
は
、
海
岸
管
理
者
等
が
管
理
す
る
海
岸
の
土
地
に
海
岸
漂
着
物
等
が
存
す
る
こ

と
に
起
因
し
て
住
民
の
生
活
又
は
経
済
活
動
に
支
障
が
生
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
海
岸
管

理
者
等
に
対
し
、
当
該
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
の
た
め
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
要
請
す
る
こ
と

が
で
き
る
。 

（
協
力
の
求
め
等
） 

第
十
九
条 

　
都
道
府
県
知
事
は
、
海
岸
漂
着
物
の
多
く
が
他
の
都
道
府
県
の
区
域
か
ら
流
出
し
た
も

の
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
海
岸
管
理
者
等
の
要
請
に
基
づ
き
、
又
は
そ
の

意
見
を
聴
い
て
、
当
該
他
の
都
道
府
県
の
知
事
に
対
し
、
海
岸
漂
着
物
の
処
理
そ
の
他
必
要
な
事
項

に
関
し
て
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

2 

　
環
境
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
都
道
府
県
間
に
お
け
る
協
力
を
円
滑
に
行
う
た
め
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
協
力
に
関
し
、
あ
っ
せ
ん
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

第
二
十
条 

　
都
道
府
県
知
事
は
、
海
岸
漂
着
物
が
存
す
る
こ
と
に
起
因
し
て
地
域
の
環
境
の
保
全
上

著
し
い
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
環
境
大
臣
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
の
長
に
対
し
、
当
該
海
岸
漂
着
物
の
処
理
に
関
す
る
協
力

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
外
交
上
の
適
切
な
対
応
） 

第
二
十
一
条 

　
外
務
大
臣
は
、
国
外
か
ら
の
海
岸
漂
着
物
が
存
す
る
こ
と
に
起
因
し
て
地
域
の
環
境

の
保
全
上
支
障
が
生
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
必
要
に
応
じ
、
関
係
行
政
機
関
等
と
連
携
し
て
、

外
交
上
適
切
に
対
応
す
る
も
の
と
す
る
。 

　
　
　
　
第
二
節
　
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
抑
制 

（
発
生
の
状
況
及
び
原
因
に
関
す
る
調
査
） 

第
二
十
二
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
抑
制
を
図
る
た
め
必
要
な
施

策
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
、
定
期
的
に
、
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
状
況
及
び
原
因
に
関
す
る

調
査
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
ご
み
等
を
捨
て
る
行
為
の
防
止
） 

第
二
十
三
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律 

（
昭
和

四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
規
制
と
相
ま
っ
て
、
森
林
、
農
地
、

市
街
地
、
河
川
、
海
岸
等
に
お
い
て
み
だ
り
に
ご
み
そ
の
他
の
汚
物
又
は
不
要
物
を
捨
て
る
行
為
を
防

止
す
る
た
め
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
土
地
の
適
正
な
管
理
に
関
す
る
助
言
及
び
指
導
等
） 

第
二
十
四
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
土
地
の
占
有
者
又
は
管
理
者
に
対
し
、
そ
の
占
有
し
、

又
は
管
理
す
る
土
地
か
ら
海
岸
漂
着
物
と
な
る
物
が
河
川
そ
の
他
の
公
共
の
水
域
又
は
海
域
へ
流
出

し
、
又
は
飛
散
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
、
当
該
土
地
の
適
正
な
管
理
に
関
し
必
要
な
助
言
及
び
指

導
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

2 

　
土
地
の
占
有
者
又
は
管
理
者
は
、
当
該
土
地
に
お
い
て
一
時
的
な
事
業
活
動
そ
の
他
の
活
動
を

行
う
者
に
対
し
、
当
該
事
業
活
動
等
に
伴
っ
て
海
岸
漂
着
物
と
な
る
物
が
河
川
そ
の
他
の
公
共
の
水

域
又
は
海
域
へ
流
出
し
、
又
は
飛
散
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
、
必
要
な
要
請
を
行
う
よ
う
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

　
　
　
　
第
三
節
　
そ
の
他
の
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
の
推
進
に
関
す
る
施
策 

（
民
間
の
団
体
等
と
の
緊
密
な
連
携
の
確
保
等
） 

第
二
十
五
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
に
関
す
る
活
動
に
取
り
組
む

民
間
の
団
体
等
が
果
た
し
て
い
る
役
割
の
重
要
性
に
留
意
し
、
こ
れ
ら
の
民
間
の
団
体
等
と
の
緊
密
な

連
携
の
確
保
及
び
そ
の
活
動
に
対
す
る
支
援
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

2 
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
前
項
の
支
援
に
際
し
、
同
項
の
民
間
の
団
体
等
の
活
動
の
安
全
性

を
確
保
す
る
た
め
十
分
な
配
慮
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
海
岸
漂
着
物
等
に
関
す
る
問
題
に
つ
い
て
の
環
境
教
育
の
推
進
） 

第
二
十
六
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
環
境
教
育
等
に
よ
る
環
境
保
全
の
取
組
の
促
進
に
関
す

る
法
律 

（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
三
十
号
）
第
九
条
第
一
項 

の
規
定
の
趣
旨
に
従
い
、
海
岸
漂
着
物

等
に
関
す
る
問
題
に
つ
い
て
、
環
境
教
育
の
推
進
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
に
関
す
る
普
及
啓
発
） 

第
二
十
七
条 

　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
に
関
し
、
広
報
活
動
等
を
通

じ
て
普
及
啓
発
を
図
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
技
術
開
発
、
調
査
研
究
等
の
推
進
等
） 

第
二
十
八
条 

　
国
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
、
海
岸
漂
着
物
等
の
効
率
的

な
処
理
、
再
生
利
用
、
発
生
の
原
因
の
究
明
等
に
関
す
る
技
術
開
発
、
調
査
研
究
等
の
推
進
及
び
そ

の
成
果
の
普
及
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
財
政
上
の
措
置
） 

第
二
十
九
条 

　
政
府
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
財
政
上
の
措
置
を
講
じ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

2 

　
政
府
は
、
前
項
の
財
政
上
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
国
外
又
は
他
の
地
方
公
共
団
体

の
区
域
か
ら
流
出
し
た
大
量
の
海
岸
漂
着
物
の
存
す
る
離
島
そ
の
他
の
地
域
に
お
い
て
地
方
公
共
団

体
が
行
う
海
岸
漂
着
物
の
処
理
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
特
別
の
配
慮
を
す
る
も
の
と
す
る
。 

3 

　
政
府
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
推
進
す
る
上
で
民
間
の
団
体
等
が
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
か

ん
が
み
、
そ
の
活
動
の
促
進
を
図
る
た
め
、
財
政
上
の
配
慮
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
海
岸
漂
着
物
対
策
推
進
会
議
） 

第
三
十
条 

　
政
府
は
、
環
境
省
、
農
林
水
産
省
、
国
土
交
通
省
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
の
職
員
を

も
っ
て
構
成
す
る
海
岸
漂
着
物
対
策
推
進
会
議
を
設
け
、
海
岸
漂
着
物
対
策
の
総
合
的
、
効
果
的
か

つ
効
率
的
な
推
進
を
図
る
た
め
の
連
絡
調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

2 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
推
進
会
議
に
、
海
岸
漂
着
物
対
策
に
関
し
専
門
的
知
識
を
有
す
る
者
に
よ
っ

て
構
成
す
る
海
岸
漂
着
物
対
策
専
門
家
会
議
を
置
く
。 

3 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
専
門
家
会
議
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
海
岸

漂
着
物
対
策
推
進
会
議
に
進
言
す
る
。 

（
法
制
の
整
備
） 

第
三
十
一
条 

　
政
府
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
推
進
す
る
た
め
の
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
総
合
的
な

支
援
の
措
置
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な
法
制
の
整
備
を
速
や
か
に
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

　
　
　
附
　
則 

（
施
行
期
日
）

1 

　
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
検
討
）

2 

　
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
経
過
し
た
場
合
に
お
い
て
、
海
岸
漂
着
物
等
の
状
況
そ

の
他
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
を
勘
案
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
つ

い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

　
　
　
附
　
則
　（
平
成
二
三
年
六
月
一
五
日
法
律
第
六
七
号
）　
抄 

（
施
行
期
日
）

第
一
条 

　
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
三
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



10

美
し
く
豊
か
な
自
然
を
保
護
す
る
た
め
の
海
岸
に
お
け
る

良
好
な
景
観
及
び
環
境
の
保
全
に
係
る
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
の
推
進
に
関
す
る
法
律

　
　
　
第
一
章
　
総
則 

（
目
的
） 

第
一
条 

　
こ
の
法
律
は
、
海
岸
に
お
け
る
良
好
な
景
観
及
び
環
境
の
保
全
を
図
る
上
で
海
岸
漂
着
物

等
が
こ
れ
ら
に
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
現
状
に
か
ん
が
み
、
海
岸
漂
着
物
等
の
円
滑
な
処
理
を

図
る
た
め
必
要
な
施
策
及
び
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
抑
制
を
図
る
た
め
必
要
な
施
策
（
以
下
「
海

岸
漂
着
物
対
策
」
と
い
う
。）
に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
事
業
者
及
び
国

民
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
政
府
に
よ
る
基
本
方
針
の
策
定
そ
の
他
の
海
岸
漂
着
物
対

策
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
総
合
的
か
つ
効

果
的
に
推
進
し
、
も
っ
て
現
在
及
び
将
来
の
国
民
の
健
康
で
文
化
的
な
生
活
の
確
保
に
寄
与
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。 

（
定
義
） 

第
二
条 

　
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
海
岸
漂
着
物
」
と
は
、
海
岸
に
漂
着
し
た
ご
み
そ
の
他
の
汚
物
又

は
不
要
物
を
い
う
。 

2 

　
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
海
岸
漂
着
物
等
」
と
は
、
海
岸
漂
着
物
及
び
海
岸
に
散
乱
し
て
い
る
ご

み
そ
の
他
の
汚
物
又
は
不
要
物
を
い
う
。 

3 

　
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
海
岸
管
理
者
等
」
と
は
、
海
岸
法 

（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
一
号
）
第

二
条
第
三
項 

の
海
岸
管
理
者
及
び
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
施
設
の
管
理
を
行
う
者
で
あ
っ
て
そ
の

権
原
に
基
づ
き
、
又
は
他
の
法
令
の
規
定
に
基
づ
い
て
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
公
共
の
用

に
供
さ
れ
て
い
る
海
岸
の
土
地
を
管
理
す
る
者
を
い
う
。 

（
総
合
的
な
海
岸
の
環
境
の
保
全
及
び
再
生
） 

第
三
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
は
、
白
砂
青
松
の
浜
辺
に
代
表
さ
れ
る
良
好
な
景
観
の
保
全
や
岩
礁
、

干
潟
等
に
お
け
る
生
物
の
多
様
性
の
確
保
に
配
慮
し
つ
つ
、
総
合
的
な
海
岸
の
環
境
の
保
全
及
び
再

生
に
寄
与
す
る
こ
と
を
旨
と
し
て
、
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
責
任
の
明
確
化
と
円
滑
な
処
理
の
推
進
） 

第
四
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
に
係
る
海
岸
管
理
者
等
そ
の
他
の
関
係
者

の
責
任
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
漂
着
物
等
の
多
様
な
性
質
、
態
様
等
に
即
し
た
円
滑
な

処
理
が
推
進
さ
れ
る
こ
と
を
旨
と
し
て
、
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
効
果
的
な
抑
制
） 

第
五
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
は
、
海
岸
漂
着
物
が
山
か
ら
川
、
そ
し
て
海
へ
と
つ
な
が
る
水
の
流
れ

を
通
じ
て
海
岸
に
漂
着
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
発
生
の
状
況
が
環
境
の
保
全
に
対
す
る
国
民
の
意

識
を
反
映
し
た
一
面
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
海
岸
漂
着
物
等
に
関
す
る
問
題
が
海

岸
を
有
す
る
地
域
の
み
な
ら
ず
す
べ
て
の
地
域
に
お
い
て
共
通
の
課
題
で
あ
る
と
の
認
識
に
立
っ
て
、

海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
効
果
的
な
抑
制
が
図
ら
れ
る
よ
う
に
十
分
配
慮
さ
れ
た
も
の
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
海
洋
環
境
の
保
全
） 

第
六
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
は
、
海
に
囲
ま
れ
た
我
が
国
に
と
っ
て
良
好
な
海
洋
環
境
の
保
全
が
豊

か
で
潤
い
の
あ
る
国
民
生
活
に
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
に
留
意
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
多
様
な
主
体
の
適
切
な
役
割
分
担
と
連
携
の
確
保
） 

第
七
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
は
、
海
岸
漂
着
物
等
の
適
正
な
処
理
及
び
海
岸
漂
着
物
等
の
発
生
の
抑

制
（
以
下
「
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
」
と
い
う
。）
に
つ
い
て
国
民
の
積
極
的
な
取
組
が
促
進
さ
れ

る
よ
う
、
海
岸
漂
着
物
等
の
処
理
等
に
対
す
る
国
民
の
意
識
の
高
揚
を
図
り
つ
つ
、
国
、
地
方
公
共
団

体
、
事
業
者
、
国
民
、
民
間
の
団
体
等
の
適
切
な
役
割
分
担
及
び
こ
れ
ら
の
多
様
な
主
体
の
相
互
の

連
携
の
下
に
、
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
国
際
協
力
の
推
進
） 

第
八
条 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
国
に
よ
る
外
交
上
の
適
切
な
対
応
が
図
ら
れ

る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
漂
着
物
に
は
周
辺
国
か
ら
我
が
国
の
海
岸
に
漂
着
す
る
物
が
あ
る
一

方
で
、
我
が
国
か
ら
周
辺
国
の
海
岸
に
漂
着
す
る
物
も
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
海
岸
漂
着
物
に
関
す

る
問
題
が
我
が
国
及
び
周
辺
国
に
と
っ
て
共
通
の
課
題
で
あ
る
と
の
認
識
に
立
っ
て
、
そ
の
解
決
に
向

け
た
国
際
協
力
の
推
進
が
図
ら
れ
る
よ
う
十
分
配
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
国
の
責
務
） 

第
九
条 

　
国
は
、
第
三
条
か
ら
前
条
ま
で
に
規
定
す
る
海
岸
漂
着
物
対
策
に
関
す
る
基
本
理
念
（
次

条
及
び
第
十
三
条
第
一
項
に
お
い
て
単
に
「
基
本
理
念
」
と
い
う
。）
に
の
っ
と
り
、
海
岸
漂
着
物
対

策
に
関
し
、
総
合
的
な
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
地
方
公
共
団
体
の
責
務
） 

第
十
条 

　
地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
海
岸
漂
着
物
対
策
に
関
し
、
そ
の
地
方
公

共
団
体
の
区
域
の
自
然
的
社
会
的
条
件
に
応
じ
た
施
策
を
策
定
し
、及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
事
業
者
及
び
国
民
の
責
務
） 

第
十
一
条 

　
事
業
者
は
、
そ
の
事
業
活
動
に
伴
っ
て
海
岸
漂
着
物
等
が
発
生
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う

に
努
め
る
と
と
も
に
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
行
う
海
岸
漂
着
物
対
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

2 

　
国
民
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
の
重
要
性
に
対
す
る
関
心
と
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
国
及
び

地
方
公
共
団
体
が
行
う
海
岸
漂
着
物
対
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

3 

　
事
業
者
及
び
国
民
は
、
そ
の
所
持
す
る
物
を
適
正
に
管
理
し
、
若
し
く
は
処
分
す
る
こ
と
、
又

は
そ
の
占
有
し
、
若
し
く
は
管
理
す
る
土
地
を
適
正
に
維
持
管
理
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
海
岸
漂
着
物

等
の
発
生
の
抑
制
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
連
携
の
強
化
） 

第
十
二
条 

　
国
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
が
、
海
岸
を
有
す
る
地
域
の
み
な
ら
ず
す
べ
て
の
地
域
に
お

い
て
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
事
業
者
、
国
民
、
民
間
の
団
体
等
が
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力

す
る
こ
と
に
よ
り
着
実
に
推
進
さ
れ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
こ
れ
ら
の
者
の
間
の
連
携
の
強
化
に
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

　
　
　
第
二
章
　
基
本
方
針 

第
十
三
条 

　
政
府
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進

す
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
一
項
に
お
い
て
「
基
本
方
針
」
と
い
う
。）

を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

2 

　
基
本
方
針
に
は
、
次
の
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
方
向 

二 

　
次
条
第
一
項
の
地
域
計
画
の
作
成
に
関
す
る
基
本
的
事
項 

三 

　
第
十
五
条
第
一
項
の
協
議
会
に
関
す
る
基
本
的
事
項 

四 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
実
施
に
当
た
っ
て
配
慮
す
べ
き
事
項
そ
の
他
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
に

関
す
る
重
要
事
項 

3 

　
環
境
大
臣
は
、
あ
ら
か
じ
め
農
林
水
産
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
と
協
議
し
て
基
本
方
針
の
案

を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

4 

　
環
境
大
臣
は
、
基
本
方
針
の
案
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
広
く
一
般
の

意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

5 

　
環
境
大
臣
は
、
第
三
項
の
閣
議
の
決
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
基
本
方
針
を
公
表
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

6 

　
前
三
項
の
規
定
は
、
基
本
方
針
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

　
　
　
第
三
章
　
地
域
計
画
等 

（
地
域
計
画
） 

第
十
四
条 

　
都
道
府
県
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
海
岸
漂
着
物
対
策
を
推
進

す
る
た
め
の
計
画
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
「
地
域
計
画
」
と
い
う
。）
を
作

成
す
る
も
の
と
す
る
。 

2 

　
地
域
計
画
に
は
、
次
の
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
を
重
点
的
に
推
進
す
る
区
域
及
び
そ
の
内
容 

二 

　
関
係
者
の
役
割
分
担
及
び
相
互
協
力
に
関
す
る
事
項 

三 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
実
施
に
当
た
っ
て
配
慮
す
べ
き
事
項
そ
の
他
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
に

関
し
必
要
な
事
項 

3 

　
都
道
府
県
は
、
地
域
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
住
民
そ
の
他
利
害

関
係
者
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る
た
め
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

4 

　
都
道
府
県
は
、
地
域
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
す
る
地
方
公

共
団
体
及
び
海
岸
管
理
者
等
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

5 

　
都
道
府
県
は
、
地
域
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
条
第
一
項
の
協
議
会
が

組
織
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
地
域
計
画
に
記
載
す
る
事
項
に
つ
い
て
当
該
協
議
会

の
協
議
に
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

6 

　
都
道
府
県
は
、
地
域
計
画
を
作
成
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

7 

　
第
三
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
は
、
地
域
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
海
岸
漂
着
物
対
策
推
進
協
議
会
） 

第
十
五
条 

　
都
道
府
県
は
、次
項
の
事
務
を
行
う
た
め
、単
独
で
又
は
共
同
し
て
、都
道
府
県
の
ほ
か
、

住
民
及
び
民
間
の
団
体
並
び
に
関
係
す
る
行
政
機
関
及
び
地
方
公
共
団
体
か
ら
な
る
海
岸
漂
着
物
対

策
推
進
協
議
会
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
協
議
会
」
と
い
う
。）
を
組
織
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

2 

　
協
議
会
は
、
次
の
事
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

一 

　
都
道
府
県
の
地
域
計
画
の
作
成
又
は
変
更
に
関
し
て
協
議
す
る
こ
と
。 

二 

　
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
に
係
る
連
絡
調
整
を
行
う
こ
と
。 

3 

　
前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
、
協
議

会
が
定
め
る
。 

（
海
岸
漂
着
物
対
策
活
動
推
進
員
等
） 

第
十
六
条 

　
都
道
府
県
知
事
は
、
海
岸
漂
着
物
対
策
の
推
進
を
図
る
た
め
の
活
動
に
熱
意
と
識
見
を

有
す
る
者
を
、
海
岸
漂
着
物
対
策
活
動
推
進
員
と
し
て
委
嘱
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 



三重県

三重県環境森林部水質改善室
〒514-8570 三重県津市広明町13
TEL：059-224-2382　 FAX：059-229-1016

問い合わせ先

名称 所在地 電話番号 管轄市町
桑名農政環境事務所 
環境室（環境課） 桑名市中央町5-71 0594-24-3624 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町

四日市農林商工環境事務所 
環境室（四日市環境課） 四日市市新正4-21-5 059-352-0593 四日市市、菰野町、朝日町、川越町

四日市農林商工環境事務所 
環境室（鈴鹿環境課） 鈴鹿市西条5-117 059-382-8675 鈴鹿市、亀山市

津農林水産商工環境事務所 
環境室（環境課） 津市桜橋3-446-34 059-223-5083 津市

松阪農林商工環境事務所 
環境室（環境課） 松阪市高町138 0598-50-0530 松阪市、多気町、明和町、大台町

伊勢農林水産商工環境事務所 
環境室（環境課） 伊勢市勢田町622 0596-27-5405 伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、

大紀町、南伊勢町
伊賀農林商工環境事務所
環境室（環境課） 伊賀市四十九町2802 0595-24-8078 伊賀市、名張市

尾鷲農林水産商工環境事務所 
環境室（環境課） 尾鷲市坂場西町1-1 0597-23-3469 尾鷲市、紀北町

熊野農林商工環境事務所 
環境室（環境課） 熊野市井戸町371 0597-89-6917 熊野市、御浜町、紀宝町

ホームページ 「 三重の環境 」
http://www.eco.pref.mie.lg.jp

J a p a n  O s t e o p o r o s i s  F o u n d a t i o n

公益財団法人 骨粗鬆症財団

骨粗鬆症財団

Japan Environmental 
Technology Association

J a p a n  O s t e o p o r o s i s  F o u n d a t i o n

Japan Osteoporosis Foundation

Japan Osteoporosis Foundation

Japan Osteoporosis Foundation

http://www.jeta.or.jp
http://www.jeta.or.jp

社団法人 日本環境技術協会
http://www.jeta.or.jp

A Beautiful and Rich Environment through 
Advancement of Instrumentation Technology

環境測定技術で
　　  地球環境の保全に貢献します

三重県
海岸漂着物対策推進計画

要約版

平成24年3月

三重県

公益社団法人 日本環境技術協会（JETA）

2012.3

交通のご案内

〒102-0074 東京都千代田区九段南4丁目 8番 30号
     アルス市ヶ谷201
TEL:03-3263-3755   FAX:03-3263-3741
e-mail ： jeta@jeta.or.jp

中華人民共和国北京市朝陽区育慧南路1号
日中友好環境保全センター A-509 号室（5階）
TEL（FAX兼用）: 86-10-8463-6313

○JR中央線 市ヶ谷駅徒歩3分
○都営新宿線、東京メトロ有楽町線・南北線 市ヶ谷駅
   A３出口 徒歩１分

http://www.jeta.or.jp

中国北京連絡事務所

会員の種別

正会員A

正会員B

正会員C

会員の種別

会員の特典会員の種別及び会費の基準

組　織

賛助会員A

賛助会員B

賛助会員C

法人･団体

個人

正B

正C

50,000

ー

月12,000

月  1,000

法人 賛A 30,000 年20,000

環境測定機器の製造業又は
販売業

環境測定機器の維持管理業
又は環境測定分析業

学識経験者

株式上場会社
その他の会社

入会は随時受け付けます。 入会手続き、資料請求は事務局へ問い合わせください。

正A-1
正A-2

100,000
  50,000

月60,000
月35,000

個人
法人

賛B-1
賛B-2

ー
ー

年  6,000
年10,000

普通会員
購読会員

賛C-1
賛C-2

ー
ー

年  6,000
年  3,000

会員区分

環境測定機器の付帯関連機器
等の製造業又は販売業

一般の者

地方公共団体

会員区分

会費の基準

会費の基準

区分 コード 入会金（円） 会費（円）

区分 コード 入会金（円） 会費（円）

正 会 員

賛 助 会 員

1. 協会広報誌（かんぎきょう）の購読（無料）
2. 図書・書籍の提供（割引）
3. 協会主催の各種講習会（割引）
4. ホームページによる会員情報の提供
5. 協会主催等のセミナー、見学会等への参加
6. 環境情報（行政・技術）の提供
7. 協会実施の調査･研究事業への参加
8. 部会・研究会への委員の登録･参加

1. （正会員と同様）
2. （正会員と同様）
3. （正会員と同様）
4. ホームページによる会員情報（限定）の提供
5. 協会主催等のセミナー、見学会等の案内

※会誌、資料等の送付は、日本国内に限ります。
※賛助会員 C の購読会員（賛 C-2）に対する
　特典は 1 のみです。

広報部会

総　会

理事会

常務委員会

事業部会 水質部会

監　事　　

事務局

酸性雨部会

運営委員会

大気部会海外部会

技術委員会

北京連絡事務所

維持管理部会

環境大気常時監視技術者
試験委員会

http://www.stryker.co.jp/health/lumbar/images/1_1.gif

J apan  Os teoporos i s  Founda t ion

公益財団法人 骨粗鬆症財団

〒103-0024　東京都中央区日本橋小舟町11-2
TEL.03－5640－1841   FAX.03－5640－1840
財団ホームページ

△

http://www.jpof.or.jp/     E-mail

△

kotufond@jg7.so-net.ne.jp

 J apan  
 Os teoporos i s  
 Founda t ion

（平成24年4月からは環境生活部大気・水環境課となります。）

表紙と裏表紙のクラフトは、海の博物館（三重県鳥羽市）創立40周年記念 第４回 海はひろいな大賞（平成23年度開催）での入選作品です。
・海はひろいな大賞（子どもの部）：『見て見て ボク、イカつれたよ！！』　堀井 錬（表紙右下）　　・鳥羽市観光協会賞：『空飛ぶマンボウくん』　深田 梨沙子（表紙左上）
・キュートで賞：『海賊船』　服部 哲平（裏表紙右下）　　・キュートで賞：『ハッピーなおじさん』　山内 隼汰（裏表紙左上）　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）


